（別紙）
令和　　年度小規模法人のネットワーク化による協働推進事業費補助金事前協議書
事業計画書

１　法人間連携プラットフォーム設置運営に係る環境整備事業に関する計画
１）法人間連携プラットフォーム（以下、「ＰＦ」という。）に関する計画
  ※交付要綱の別表１の（５）に取り組む場合は、法人間連携プラットフォーム（以下、「ＰＦ」という。）をすべて「社会福祉連携推進法人」と読み替える。
	①
	ＰＦ（暫定）名称
	

	②
	ＰＦ設置（見込み）年月
	

	③
	ＰＦ参画（見込み）法人

	
	法人名称（法人種別含む）
	実施事業種別
	運営施設数（※）

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	

	
	
	□高齢　□障がい　□児童
	


　　※：運営する施設の数を記入（同一拠点で複数の事業を提供していても１施設として数える）

２）ＰＦにて取り組みが必要と考える地域課題
　※交付要綱別表１の（５）に取り組む場合、社会福祉連携推進法人で取り組みが必要と考える地域課題等を記載する。
	・

	・

	・

	・

	・


　　※PF立ち上げ前の場合は検討中の内容でも差し支えありません。

３）ＰＦにおける検討会議等の実施計画
※交付要綱別表１の（５）に取り組む場合、社会福祉連携推進法人設立までのスケジュールおよび協議予定事項等（地域課題の把握・リサーチ、社会福祉連携推進業務の決定、社会福祉連携推進方針の策定、合同研修会の実施など）を記載する。
	実施年月（見込み）
	内容等

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	



２　ＰＦ参画法人等の連携による地域貢献のための協働事業に関する計画
	事業の主な対象者
	

	事業内容案
	










３　ＰＦ参画法人等の連携による福祉・介護人材の確保・定着のための取組に関する計画
	事業内容案
	









４　ＰＦ参画法人等の事務処理部門の集約・共同化の推進の内容
	事業内容案
	









５　社会福祉連携推進法人の設立支援事業における取組の内容
	事業内容案
	









６　ICT技術の導入支援事業の内容
	事業内容案
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2

